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はじめに 
 

 
●本資料の位置づけ 

 

・CI-NET はすでに多くの企業に利用され、登録企業も年々拡大してきているが、

一層の普及・拡大を図るため、導入のガイドとなる資料をとりまとめた。 

 

・先行して CI-NET を導入している企業の知見・ノウハウをまとめるとともに、

導入を検討している企業の疑問やそれに対する回答等も含め、現状での最新の

知見・ノウハウを集約した。 

 

・本資料は CI-NET 実用化推進委員会 調達・出来高ワーキンググループ 中

堅ゼネコン実用化検討サブワーキンググループ（*）において作成した。 

* 平成 20 年度からは、CI-NET 実用化推進委員会 中堅ゼネコン実用化ワーキンググループに改組 

 

 

 

●本資料が対象とする企業、部門 

 

・本資料は、今後、CI-NET の導入を検討している中堅の総合工事事業者や地方

の主要な総合工事業者を対象として想定している。 

 

・導入を判断する立場の経営層の方々や、実際に導入を進める情報システム部門、

業務部門の方々に参考としていただきたい。 
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CI-NET 導入ガイド 

1. 概要編 

 

1.1. CI-NET とは 

・CI-NETとは、Construction Industry NETworkの略で、標準化された方法で

コンピュータネットワークを利用し、建設生産に関わる様々な企業間の情報

交換を実現し、建設産業全体の生産性向上を図ろうとするものである。 

 

・CI-NET を利用すれば、どの取引先とも共通の手続・方法で EDI を行うこと

が可能である。 

 

1.2. CI-NET の普及状況 

 

1.2.1. 建設業界における EDI（電子商取引）の普及動向 

・現在、さまざまな業界で EDI 導入が拡大している。また、建設業界でも早い

段階から EDI 導入が推進されている。 

 

・近年では、企業経営を取り巻く環境として、法令遵守、内部統制等の動きが

急激に進んでおり、このような観点からも、取引の効率化、高度化、適正化

を図り、経営層からも取引動向を的確に把握できる EDI の重要性は一層高ま

っている。 

 

EDI 実施率の推移（全産業） 
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1.2.2. CI-NET の普及動向 

・CI-NET の会員企業数は年々増加しており、平成 19 年度末時点で、企業識別

コードの登録数は 8,538 社にのぼっている。 

 

・CI-NET は、規模、業種に関わらず、さまざまな企業に広がっている。また全

国各地に普及している。これらの CI-NET 利用企業は、建設業界において先

進的な取組を実施している優良企業の集合体であり、建設業界における共通

事業基盤ともいえる。 

 

・CI-NET は、国土交通省の政策を踏まえつつ、建設業界全体として推進してき

た電子商取引の業界標準であり、導入・運用にあたっての知見やノウハウも

蓄積されているため、さまざまな取引先と迅速に EDI を始めることができ、

安全かつ安心して導入することができる。 

 

・CI-NET の導入対象業務分野としては、購買見積、注文等での導入が進展して

おり、今後は、出来高、請求等での利用拡大も見込まれている。 

 

 企業識別コード取得企業数の推移 

31 37 43 79 143 180 182 198
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 企業識別コード取得企業数の規模（資本金）別の構成 

1,000万円以上
5,000万円未満

63.1%

10億円以上
3.3%1億円以上

10億円未満
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200万円未満
3.5%

200万円以上
500万円未満

6.9%

500万円以上
1,000万円未満

4.4%

 
総数＝8,538 社

 

 

 企業識別コード取得企業数の業種別の構成 
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 企業識別コード取得企業数の本店所在地（地域ブロック）別の構成 

北海道
9.1%

東北
6.7%

関東
33.8%

北陸
6.1%

中部
12.0%

近畿
14.6%

その他
0.3%

中国
6.8%

九州・沖縄
6.2%

四国
4.4%

 総数＝8,538 社

 

 主な業務の実用化企業（発注者）の取引先数（平均）の推移 
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注 1）各業務の実運用に入った企業について、各時点の取引先数の平均値を記載 

注 2）出来高・請求業務については、注文業務を実施している企業について平均値を計算 

（取引先数 0 を含む） 

注 3）各年（4/1 時点）の取引先数には、その時点で把握できている最新の情報を反映 
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1.3. CI-NET の導入効果 

 

・CI-NET 導入により、企業の経営、業務において、以下のような効果が期待さ

れる。 

・なお、本格的な効果を導き出すためには、CI-NET 導入と連動して業務プロセ

スの再構築を行うことが非常に有意義かつ効果的である（例：集中購買への移

行等）。 

 

 CI-NET 導入による効果（例） 

＜全般＞ 

 ●書類の書き写し、伝票の再入力等の労力や転記・ミスの削減 

 ●書類の送付や提出、電話連絡等の連絡作業負荷の削減 

 ●書類の印刷、郵送、運搬に係る費用の削減 など 

 

＜見積＞ 

 ●見積依頼のための図面の複写が不要 

 ●同じ書式の複数の見積の入手による見積比較の簡易化、調達価格の

抑制 など 

 

＜注文＞ 

 ●見積書データにほとんど手を加えず注文書作成可能 

 ●契約に伴う印紙税の費用負担の軽減 など 

 

＜出来高＞ 

 ●出来高計算の自動化による効率化 など 

 

＜請求＞ 

 ●請求データの利用により、膨大な量の支払業務を容易に処理可能 

など 
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2. 導入手順編 

 

2.1. CI-NET 導入手順の概要 

・本資料では、別途、国土交通省から発行されている資料「建設産業における電子商取

引 発注者の CI-NET 導入に向けた具体的手順 発注者が取り組むべき 5 つのステ

ップと調査・分析の視点」に沿って、具体的な導入手順の例を示すこととする。 

 

・CI-NET 導入手順の概要は以下のとおりである（詳細は上記資料を参照）。 

 

 

 CI-NET 及び基本プロセスを理解する  

  

 CI-NET 導入への調査・分析  

 購買プロセスの調査・分析  

   

 自社システムの分析  

   

 主要取引先ヒアリング調査  

   

 CI-NET 導入の事前評価  

   

   

 実施範囲の検討  

   

 社内システムとの連携の検討  

   

 システム導入方法の検討  

   

 取引開始のための手続の実施  

   

 説明・教育の実施  

   

 運用テスト、運用開始  
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2.2. 一般的な導入プロセスのケーススタディ 

 

2.2.1 ケーススタディの対象となる企業の概要想定 

・ここでは、前述の検討・導入手順に沿って、中堅・地方の発注者を想定して、

具体的な導入プロセスのケーススタディを行うこととする。対象企業の概要と

して以下のように想定する。 

 

①CI-NET の導入範囲、導入方法等 

・今回の CI-NET 導入の範囲、方法等については、以下にて実施するものと想定

する。 

 

導入範囲：   見積・注文・出来高・請求 （全範囲） 

システム連携： 社内の既存システムと CI-NET とを連携させる 

導入方法：   業務パッケージソフトを採用する 

 

②組織構成・業務分担 

・対象想定企業の CI-NET に関連する組織の構成と業務分担については、中堅・

地方の総合工事事業者の状況を勘案し、以下のように想定する。 

 

業務プロセス 部署 概要 

積算 工種

別 

内訳

実行

予算

見積

徴収

見積

比較

確定 

注文 

出来

高 

査定 

支払

積算部門 施主に対する積算、単

価等の管理部門 
● ●       

工務部門 

 

工事に関する内部管

理部門 
  ●      

作業所 

 

工事に関する現場部

門 
   ○ ○ ○ ●  

購買部門 労務、資材等の調達に

関する部門 
   ○ ○ ○   

経理部門 支払、請求等の会計に

関する部門 
       ● 

 

注）○：購買部門の有無や作業所との分担等により担当部門は異なる 
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③CI-NET に関わる業務プロセスと導入後の改善イメージ 

 前述の組織構成、業務分担を踏まえ、一般的な業務の流れと、CI-NET 導入により

改善が見込まれる点を示す。集中購買を実施している場合としていない場合とに分け

て整理する。 

紙の流れ 

電子の流れ 

【集中購買を実施していない場合】＜導入前＞ 

 積算部門 工務部門 作業所 購買部門 経理部門  受注者 

見 積 
工種別 

内訳作成 
 

      

  
実行予算 

作成 
 

     

   
見積依頼

 
 

    

   
 

 
   

見積回答 

 
 

 

 
       

   
業者選定

 
 

    

 

 
       

 

 
       

注 文 

 
  

確定注文

 
 

    

 

 
   

注文書 

発行 
 

   

 

 
      注文請け 

 

出来高 

 
      出来高報告

 

 

 
  

出来高 

査定 
 

    

請 求 

 
      請求 

 

 

 
  原価計上

 
    

 

 
    支払処理 

 
  

 

 

 紙の見積回

答を見比べ

て検討。  

紙を見ながら注文

情報を購買システ

ムに手入力。  

請 求 情 報 を

原 価 管 理 シ

ス テ ム に 手

入力。  

請求書は紙。

注文請書は紙。  

設計図書 内訳明細 

見積回答（鑑・

内訳明細）は紙。 

見積依頼は紙。  
内訳明細、設計図書

を添付。  

出来高報告は紙。 

出来高承認は紙。 

 紙の郵送、持参

のために時間、

費用が発生。  

 注文請書の未受領案

件を紙で確認。  
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【集中購買を実施していない場合】＜導入後＞ 

 積算部門 工務部門 作業所 購買部門 経理部門  受注者 

見 積 
工種別 

内訳作成 
 

      

  
実行予算 

作成 
 

     

   
見積依頼

 
 

    

   
 

 
   

見積回答 

 
 

 

 
       

   
業者選定

 
 

    

見積依頼メッセージに  
内訳明細、設計図書の

データを添付。  

見積回答  
 メッセージ

シ ス テ ム 上

で 見 積 回 答

を比較検討。 

 

 
       

 

 
       

注 文 

 
  

確定注文

 
 

    

 

 
   

確定注文

（承認） 
 

   

見積回答メッセージ

を利用して注文メッ

セージを作成。  

 

 
      注文請 

 

出来高 

 
      出来高報告

 

 

 
  

出来高 

査定 
 

    

請 求 

 
      請求 

 

 

 
  原価計上

 
    

 

 
    支払処理 

 
  

確定注文メッセージ

注文請けメッセージ  

出来高報告メッセージ  

出来高承認メッセージ

紙の流れ 

電子の流れ

請求メッセージ
請求メッセージを

して原価管理

システム、会計シ

ステムに入力。  

利用
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電子の流れ

紙の流れ 
 

【集中購買を実施している場合】＜導入前＞ 

 積算部門 工務部門 作業所 購買部門 経理部門  受注者 

見 積 
工種別 

内訳作成 
 

      

  
実行予算 

作成 
 

     

   
発注依頼

作成 
 

    

   
 

 
    

 

 
       

    
発注依頼

受付 
 

   

   
 

 

見積依頼

 
 

   

 

 
      

見積回答 

 
 

 

 
   業者選定

 
   

注 文 

 
   確定注文

 
   

 

 
      注文請 

 

出来高 

 
      出来高報告

 

 

 
  

出来高 

査定 
 

    

請 求 

 
      請求 

 

 

 
  原価計上

 
    

 

 
    支払処理 

 
  

 

 

 紙の見積回

答を見比べ

て検討。  

紙を見ながら注文

情報を購買システ

ムに手入力。

請 求 情 報 を

原 価 管 理 シ

ス テ ム に 手

入力。  

 

請求書は紙。

注文請書は紙。  

設計図書 内訳明細 

 紙の郵送、持参

のために時間、

費用が発生。  

見積回答（鑑・

内訳明細）は紙。 

見積依頼は紙。  
内訳明細、設計図書

を添付。  

出来高報告は紙。 

出来高承認は紙。 

 注文請書の未受領案

件を紙で確認。  
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【集中購買を実施している場合】 ＜導入後＞ 

 積算部門 工務部門 作業所 購買部門 経理部門  受注者 

見 積 
工種別 

内訳作成 
 

      

  
実行予算 

作成 
 

     

   
発注依頼

作成 
 

    

   
 

 
    

 

 
       

    
発注依頼

受付 
 

   

    
見積依頼

 
 

   

 

 
      

見積回答 

 
 

 

 
   業者選定

 
   

注 文 

 
   確定注文

 
   

 

 
      注文請 

 

出来高 

 
      出来高報告

 

 

 
  

出来高 

査定 
 

    

請 求 

 
      請求 

 

 

 
  原価計上

 
    

 

 
    支払処理 

 
  

見積依頼メッセージに  
内訳明細、設計図書の  

データを添付。  

シ ス テ ム 上

で 見 積 回 答

を比較検討。
見積回答  

メッセージ  

 

 

見積回答メッセー

ジを利用して注文

メ ッ セ ー ジ を 作

成。  

確定注文メッセージ

注文請けメッセージ  

出来高報告メッセージ  

出来高承認メッセージ

紙の流れ 

電子の流れ

請求メッセージ
請求メッセージを

利用して原価管理

システム、会計シ

ステムに入力。  
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④既存システムと取り扱い情報 

・対象想定企業が保有し、CI-NET との連携が想定される既存システム及び取り扱

いデータは以下のように想定する。 

 
システム 概要

物件情報 見積情報
実行予算

情報

発注依頼

情報

取引先情

報
契約情報

支払処理

情報
請求情報

支払先情

報

物件管理（受注予定）
システム

受注前の工事物件を管理 ○

積算システム
工事物件ごとの見積を作
成、管理 ● ○

物件管理（工事）
システム

受注後の工事物件を管理 ●

実行予算システム
工事物件ごとの実行予算を
作成、管理 ● ● ○

原価管理システム
工事物件ごとの実行予算、
工事原価を管理 ● ● ○ ● ● ○ ●

購買システム 受注者との契約情報を管理 ○ ● ○ ○ ●

会計システム
受注者からの請求に対する
支払処理 ● ● ○ ● ○

注）システム名称は例 凡例 ○入力データ（当該システムで入力）
●取扱データ（他システムで入力したデータを利用）

取扱データ

 
 

2.2.2. CI-NET 導入に向けての調査・検討のケーススタディ 

・上記の想定を踏まえ、以下、前述の国土交通省資料「建設産業における電子商

取引 発注者の CI-NET 導入に向けた具体的手順 発注者が取り組むべき 5 つ

のステップと調査・分析の視点」に掲載されているチェックリストに答えるか

たちで、想定企業における CI-NET 導入に向けての調査、分析、検討などの具

体的な例を次ページ以降に示す。 

 

・なお、今回のケーススタディでは、上記チェックリストのうち主要な項目（下

表）についてとりあげ、検討を行った。 

 

項目 概要 

CI-NET の電子データ交換（EDI)の一連のプロセス（見積依頼～請

求）と自社の業務プロセスを比較し、連携させるために、自社内の

業務プロセスがどうなっているか調査する。 

Ⅰ．購買プロセス 

の調査・分析 

Ⅱ．自社システム 

の分析 

見積から請求までの業務プロセスに関わる自社システムをもとにし

て、CI-NET でデータ交換する電子取引データ（メッセージ）の元に

なるデータを、見積システムや原価管理システム等から作成できる

か、あるいは取引先から受信する各メッセージを自社システムで受

け取って、入力の手間が軽減できるようになるかなどの視点から調

査を行う。 

Ⅵ．社内システム 

との連携の検討 

CI-NET の購買プロセスにおける各メッセージを自社内のどのシス

テムと連携させればよいか検討する。 
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Ⅰ．購買プロセスの調査・分析 

 

■見積依頼・見積回答 

1) 関係部門と役割 

A 社では、見積依頼・回答について、作業所と購買部門が担当して行っている。 

まず作業所が、実行予算の編成、内訳明細を作成し、設計図書とあわせて、購

買部門に対し発注依頼を行う。購買部門は発注依頼を受け、受注者に見積依頼

を行い、回答を得て、発注先の選定、確定注文を行う。 

 

2) 見積依頼の作成方法 

見積依頼時には、設計図書を渡し、内訳明細も提示して依頼している。 

内訳明細には、原価管理システムの実行予算データを利用している。 

 

3) 発注先の選定方法 

見積比較は、購買部門が入手した見積データを利用して比較表を作成して実施

している。価格交渉、発注先の決定も購買部門が行っている。 
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A 社（発注者） 受注者 

作業所 

購買部門 

設計図書 内訳明細 

発注依頼書 

発注依頼 

見積依頼 

見積回答 

見積比較・発注先選定

実行予算 

設計図書内訳明細 
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【見積依頼・見積回答でのチェック項目・対応（例）】 

 

チェック項目 対応（例） 

Ⅰ．購買プロセスの調査・分析  

 ■見積依頼・見積回答  

  1) 見積依頼を行う上での関係部門と役割  

   ①現場の役割は何か ・作業所：実行予算の編成 

     発注依頼書作成（社内稟議用）

   ②工事部門、購買部門など関係部門の役

割は何か 

・購買部門：見積依頼、価格交渉、発注先

および金額の決定・承認、確定

注文 

  2) 見積依頼の作成方法  

   ①設計図書などを事前に渡して依頼して

いるのか 

・設計図書を渡して依頼している。 

   ②依頼時に内訳明細も提示しているのか ・提示している。 

   ③内訳を提示している場合には、その元

データは何を利用（どのシステムから

作成）しているのか 

・原価管理システムの実行予算データを 

利用。 

  3) 発注先の選定方法  

   ①見積比較は、誰がどのような手段で作

成しているのか、内訳明細はあるか 

・購買部門：入手した見積データを利用し

て見積比較表を作成。 

・工事部門：承認。 

・内訳明細あり 

   ②発注先の決定プロセスに関係する部門

はどこか、決裁者は誰か 

・購買部門：見積比較表をもとに発注先を

決定。 

・工事部門：承認。 

   ③見積に対する価格の折衝は、誰の責任

でどのように行われているか 

・購買部門：協力会社と連絡・調整。 
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■注文・注文請け 

1) 注文書の構成と作成方法 

A 社では、注文書と注文請書はセットの書式として用意されており、契約約款、その他資

料が添付されているかたちとなっている。 

資材、外注、労務では、書式は共通だが、支払条件、契約条件などで違いがある。 

また、注文書には内訳明細を添付している。これには、受注者からの見積回答書の内訳

明細を利用している。 

 

2) 注文書の記載事項 

注文書には、注文番号（契約番号）、取引先コードを記載して管理している。 

 

3) 取引先との契約方式 

基本契約についいては、外注・労務では締結しているが、資材等では締結していない。 

契約約款での固有の前提条件などは備考欄で対応している。 
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A 社（発注者） 受注者 

A 社注文書書式 

契約約款等 

注文請書 

注文書 

内訳明細添付 

（受注者からの 

見積回答の明細）

見積回答 

見積書  内訳明細書 

確定注文

注文請け 

注文請書 

注文番号 

取引先コード 
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【見積依頼・見積回答でのチェック項目・対応（例）】 

 

 ■注文・注文請け  

  1) 注文書の構成と作成方法  

   ①注文書と注文請書はセットになってい

るか 

・セットになっている。 

   ②注文書に契約約款やその他の資料が添

付されているか 

・添付されている。 

   ③資材、外注、労務で違いがあるか ・共通の書式を利用している。 

・支払条件、契約条件などで違いがある。

   ④内訳明細を添付しているか、している

とすれば、その元データは何を利用し

ているか。 

・内訳明細を添付している。 

・元データは見積回答書の内訳明細を利

用。 

   ⑤注文書の発行数はどのくらいあるか ・ － 

  2) 注文書の記載事項  

   ①注文番号（契約番号）や取引先コード

は記載されているか 

・注文番号（契約番号）、取引先コード（発

注者が取引先に付与した管理番号）を記

載している。 

   ②CI-NET の注文メッセージに定義されて

いない項目はあるか。 

・ － 

  3) 取引先との契約方式  

   ①基本契約を結んでいるか、注文ごとの

個別契約のみか 

・外注・労務： 工事下請基本契約を結ん

でいる。（個別契約書には添付していな

い） 

・資材等：基本契約は結ばず個別契約のみ。

   ②契約約款の取り扱いで、自社固有の前

提条件のようなものを扱っているか。

・備考欄で対応している。 
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Ⅱ．自社システムの分析 

 

1) 各業務プロセスにおいて使用しているシステム、データ 

A 社では、①見積（積算）システム、②原価管理システム、③購買システム、④会計シ

ステムの 4 つの既存システムがあり、一連の業務プロセスの中で利用されている。 
①見積（積算）システム： 見積依頼の内訳明細を作成する場合には、原則として実

行予算システムのデータを利用するが、実行予算未編成の場合は、見積（積算）

システムのデータを利用している。 
②原価管理システム： 見積依頼の内訳明細を作成する際に利用されている。また、

購買システムや会計システムと連携するかたちで、予算、原価の管理をしている。 
③購買システム： 工事マスタや取引先マスタを利用して注文書を作成している。た

だし内訳明細については、作成できない（受注者の見積回答添付の内訳明細を

利用）。  
④会計システム： 原価管理システムに登録された請求情報を利用して、受注者へ

の支払処理を行っている。 
 
2) 各システム間のデータ連携 

上記のように、各システムが連携するかたちで業務処理を行っている。 
 

 17

物件管理（受注予定）

物件管理（工事）

原価管理

実行予算

購買 会計

積算
物件情報

物件情報 実行予算

発注依頼（紙） 契約情報（紙）

見積

契約情報

請求情報

協力業者

見積依頼

・回答

確定注文

・注文請け

見積依頼

・回答 請求出来高

報告

支払先情報

支払処理情報
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【自社システムの分析でのチェック項目および対応（例）】 

チェック項目 対応（例） 

Ⅱ．自社システムの分析  

  1) 各業務プロセスで、どのようなシステムが

使用されているか、システムのどのデータが

利用できるか 

 

   ①見積システム  

   ・見積依頼の内訳明細を原価管理システム

の実行予算から出力作成することが難し

い場合、見積システムのデータが利用で

きないか 

・見積システムのデータ利用が可能。 

   ②原価管理システム  

   ・原価管理システムの実行予算から、見積

依頼の内訳明細を作成できるか 

・作成できる。 

   ・契約データの原価管理システムへの取り

込みは、どのように行われているか 

・契約書の鑑情報を購買システムに入力。

・上記データを原価管理システムに渡す。 

   ・出来高査定は原価管理システムを使って

行われているか。 

・原価管理システムは利用しない。 

・紙資料を使って査定を行う。 

   ・原価管理システムは作業所でも使用可能

か。 

・作業所でも使用可能。 

   ・請求データの取り込みは行われているか。 ・原価管理システムから会計システムに

渡すかたちで行っている。 

   ③購買システム  

   ・見積依頼を出すとしたとき、既存の工事

マスタや取引マスタは利用できるか 

・利用できる。 

   ・購買システムから注文書の内訳明細を作

成できるか。 

・作成できない。 

   ・契約マスタへの登録は、注文書発行時か、

注文請書のデータの入力時か。 

・注文請書データ入力時に行っている。

   ④会計システム  

   ・請求書のデータ入力は、会計システムと

原価管理システムのどちらが先に行われ

ているか。 

・原価管理システムへの入力を先に行

い、その後、会計システムに送ってい

る。 

   ・会計データは原価管理システムに反映さ

れるか。 

・上記の流れで反映している。 

  2) 各システム間でデータ連携はなされてい

るか 

 

   ①連携の範囲や方法はどうなっているか確

認 

 

   ・各メッセージ作成に必要なデータ抽出は、

どのシステムデータからできるか 

・上記参照。 

   ・EDI データを取り込んだデータ構成とした

ときに、どのシステムに影響が出るのか。

・購買システム（見積明細、見積回答デ

ータの取り込み、注文システムへのデ

ータ渡し等） 
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Ⅵ．社内システムとの連携の検討 

 

■ 見積依頼・見積回答 

1) 購買見積依頼メッセージの作成 

CI-NET の購買見積依頼メッセージを作成するにあたっての内訳明細については、

実行予算編成済であれば、原価管理システムの実行予算データを利用できることが確

認できた。 

また見積依頼の鑑情報についても、購買システムの工事マスタ、取引先マスタ、会計

システムの支払先マスタを利用できることが確認できた。 

 

2) 見積回答メッセージの取り込みから確定注文までの流れ 

受注者から返ってきた見積回答メッセージについては、まず、購買システムに取り込

むこととし、内訳明細も取り込むこととした。 

CI-NET ではなく紙できた見積回答については、発注者側で購買システムに入力し

て対応することとした。 

また、購買システムで、見積回答メッセージから確定注文メッセージを作成できることと

した。 

 

■ 注文・注文請け 

1) 注文請けメッセージの保管等 

注文請けメッセージは、社内に重要データ保管管理システムを構築し、保管すること

とした。 
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また、注文請けメッセージは、原価管理システムに取り込み、原価管理システムから会

計システムにデータを渡して支払処理をする仕組みとした。 
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チェック項目 対応（例） 

Ⅵ．社内システムとの連携の検討  

 ■見積依頼・見積回答  

  1) 購買見積依頼メッセージを自社のど

のシステムから作れば良いか 

 

   ①見積依頼の内訳明細は、原価管理シ

ステムの実行予算から作成できるか

・実行予算編成済であれば作成できる。 

 

   ②積算システムのデータを内訳明細と

して利用できるか。 

・利用できない。 

   ③見積依頼の依頼先（取引先）情報や

工事情報は、どのシステムからデータ

を作成するか 

・取引先情報：購買システムの取引先マスタ

       会計システムの支払先マスタ

・工事情報 ：購買システムの工事マスタ 

  2) 購買見積回答メッセージの取り込み

と見積比較の作成方法と取引先決定ま

でのプロセスと確定注文メッセージの

作成方法 

 

   ①購買見積回答メッセージをどのシス

テムに取り込むか 

・購買システムに取り込むようにする。   

   ②購買見積比較はどのシステムで作成

するか、内訳明細は添付するか 

・購買システムにデータを取り込んで作成す

る。 

・内訳明細も取り込んで比較するようにする。

   ③価格交渉の結果をどう反映するか ・交渉途中の情報は反映せず、最終金額のみ

を入力する（明細も含む） 

   ④紙の購買見積回答は電子化（入力）

するか、逆に電子データを紙出力と

するのか 

・鑑の情報を購買システムに入力する。 

・入力した電子データを紙出力し、紙の見積

回答を添付して回送する。 

   ⑤ワークフローは電子的に行うか、紙

で出力して回覧するか 

・紙で回覧する。 

   ⑥購買システムで見積回答メッセージ

から確定注文メッセージを作成でき

るか 

・見積回答の情報を利用して、確定注文メッ

セージを作成できるようにする。 

 ■注文・注文請け  

  1) 注文請けメッセージの保管方法、注文

請けメッセージと原価管理システム 

 

   ①注文請けメッセージの取込方法及び

その保管方法をどうするか（セキュ

リティが担保された保管が可能か）

・社内で重要データ保管管理システムを構築

し、そこで管理を行う。 

   ②注文請けメッセージのデータは、原

価管理システムにどう取り込むか、

また会計システムとの連携は可能か

・原価管理システムに入力する。 

・原価管理システムから会計システムにデー

タを渡す。 
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3. Q&A 編 

本編では、先進導入企業からの提供情報や中堅ゼネコン実用化検討 SWG での情報交

換などから、CI-NET 導入にあたっての具体的な課題とそれに対する対応について、

Q&A 形式でまとめた。  

 

各段階における質問について、関連する分野を以下の分類で整理した。 

 

分野 内容 

a. 業務 関連 適用対象業務の検討 

業務フローや組織体制の再構築 等 

b. システム 関連 システムの機能仕様 

基幹システムの間の連携 

基幹システムと CI-NET との連携 等 

c. 取引先等 関連 取引先との協議調整 等 

 

 さらに、各質問に関連する業務については、以下の４分類で整理した。 

 

■見積業務    ■注文業務    ■出来高業務    ■請求業務 
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3.1. 検討・準備段階 

 
関連業務 番 

号 
分 
野 

見
積 

注 
文 

出
来
高

請 
求 

質問 回答 

1 
業
務 

■ ■ ■ ■ 

●業務面での検討課題 
 CI-NET 導入にあたり、業

務面で特に留意すべき点
はどのようなことでしょ
うか？ 

▲現行の業務の方法を変えずに単に
CI-NET を導入するのではなく、
導入に連動して業務の方法や形態
を変えることにより、大きな効果
を出すことができるため、この点
を検討することが重要です。 

 
▲特に購買方式については、個別購

買ではなく、集中購買へ移行する
ことが経営管理上も重要と考えら
れます。 

2 
業
務 

■ ■ ■ ■ 

●業務フローの見直し 
 CI-NET 導入にあたり、業

務フローの見直しをどの
程 度 行 う べ き で し ょ う
か？ 

▲先行導入企業では、既存の業務フ
ロ ー か ら 大 き な 変 更 を せ ず に
CI-NET を導入している企業もあ
りますが、CI-NET を前提に業務
フロー全体を見直し、変更しにく
い部分のみ既存の業務フローを採
用しているという企業もありま
す。 

3 

シ
ス
テ
ム 

■ ■ ■ ■ 

●システム面での検討課題 
 CI-NET 導入にあたり、シ

ステム面で、特に留意す
べきことはどのようなこ
とでしょうか？ 

▲社内ですでに情報システム（原価
管理システム等）を導入されてい
る場合、CI-NET との連携をいか
に的確に行うかということが重要
な課題となります。 

 
▲連携が不十分な場合、データの二

重入力の負荷の発生や、統合的な
データ管理ができなくなる可能性
がありますが、的確に連携を行え
ば業務効率化などに大きな効果が
期待できます。 

4 

取
引
先
等 

■ ■ ■ ■ 

●取引先等への協力依頼 
 CI-NET 導入にあたり、取

引先に理解、協力しても
らうためにはどのような
ことをすればよいでしょ
うか？ 

▲先行導入企業では、以下のような
取組により取引先の理解・協力を
得ています。 

 
・取引高が上位の取引先や契約件数

の多い企業から協力を依頼する
（印紙税や業務負荷の削減） 

・すでに EDI を実施している企業か
ら取引をはじめる 

・導入支援、教育研修にあたり、ASP
やベンダーの協力を得る 

 
▲ CI-NET 導入にあたり業務フロ

ーを見直している企業では、
CI-NET 未導入の取引先に対し
ても CI-NET と同様の取引・承
認フローに変更し、CI-NET 導入
の気運を醸成するといった工夫
をしている企業もあります。 
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5 
そ
の
他 

■ ■ ■ ■ 

●導入推進体制 
 システム構築の主体は現

業部門とすべきでしょう
か、情報システム部門と
すべきでしょうか？ 

▲現業部門、情報システム部門、経理
部門が適切に連携して進めることが
重要ですが、特に EDI を活用して実
際に業務を行う現業部門が主体的
に推進することが望ましいと考えられ
ます。 

 
▲社内プロジェクトチームを結成して構

築・導入を推進している企業もありま
す。 
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段階 (1) 検討・準備 

分野 取引先等 

業務 ■ 見積 ■注文 ■出来高 ■請求 

質問 ●取引先への協力依頼 

 CI-NET 導入にあたり、取引先に理解、協力してもらい、円滑に導入するために

はどのようなことをすればよいでしょうか？ 

回答 ・先行導入企業では、以下のような工夫によって、取引先の理解、協力を得ていま

す。 

⇒自社との取引高や契約件数が多い企業から協力を依頼することが考えられま

す。取引先では印紙税の削減のメリットが大きく、また、発注者、取引先と

もに効果的に業務負荷を大きく削減することが期待できます。 
 

⇒他の大手ゼネコン等と CI-NET による取引を実施している企業から協力を依

頼することも考えられます。すでに CI-NET の運用の経験があるため円滑な

導入が期待できます。CI-NET 導入済の取引先については、どのようなシス

テムをどのような業務範囲で利用しているか、確認することも重要です。 
 

⇒これから CI-NET を始める取引先については、導入支援、運用教育等の面で

発注者側にも一定の負荷が発生する可能性があります。この場合、ASP 事業

者やシステムベンダー等の協力を得て、導入研修会等を利用することも考え

られます。 

・また、CI-NET 導入にあたり業務フローの変更を行った先行導入企業では、CI-NET
による取引先だけでなく、CI-NET 未導入で紙による取引を継続する取引先に対

しても、CI-NET と同様の変更後の業務フローを適用し、将来的に円滑に CI-NET
に移行できるよう工夫しているところもあります。 

 

●取引高や取引件数が多い企業 
  ⇒印紙税削減に大きな効果 

  ⇒業務負荷軽減に大きな効果 

   （発注者も） 

●他の発注者と CI-NET による 
 取引を実施している企業 
  ⇒運用経験があり円滑に取引開始

可能 

  ⇒現在どのようなシステムを利用

し

発注者 

取引先

ASP 事業者・システムベンダー等

導入・運用研修等を実施 

⇒ASP 事業者等の協力を得て 

●その他 CI-NET 未導入の企業 
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3.2. 構築・導入段階 

 
関連業務 番 

号 
分 
野 

見
積 

注 
文 

出
来
高

請 
求 

質問 回答 

1 

シ

ス

テ

ム 

■ ■ ■ ■ 

●社内システム間の連携 
 先行導入企業では、社内

システムの間の連携をど
の程度行っているのでし
ょうか？また一体化しな
い場合、運用に相当の負
荷が生じるのではないで
しょうか？ 

▲先行導入企業では、分野別の既存
の基幹システムがある場合には、
一体化はせず、システム間でデー
タ交換を行っている場合が多いよ
うですが、大きな支障や負荷なく
運用できているようです。 

 
▲社内システムを一体的に連携させ

ている企業もあります。 
 

2 

シ

ス

テ

ム 

■    

●実行予算未編成の場合の
内訳明細 

 見積依頼の作成の際、内
訳明細には一般的に実行
予 算 書 が 利 用 さ れ ま す
が、実行予算未編成の工
事の場合には、見積や積
算の内訳明細などを利用
すればよいでしょうか？
あるいは、内訳明細を１
行一式にして、明細を省
略して見積依頼した方が
よいでしょうか？ 

▲先行導入企業では、見積、積算の
内訳明細を利用している例が多い
ようです。 

 
▲総合工事業者側から内訳明細を提

示することで、回答を受領した後
の処理に活用することを想定して
いる場合もあります（単価情報の
フィードバックなど）。 

 
▲また、過去の類似予算書や工種別

の標準内訳明細書等から内訳明細
を利用できるようにしている企業
もあります。 

 
 

3 

シ

ス

テ

ム 

■    

●マスター情報との連携 
 見積依頼の作成において

は、基幹システムの工事
情報、受注者情報などの
マスター情報とリンクし
た情報を利用するシステ
ムとすべきでしょうか？ 

 

▲先行導入企業では、マスター情報
を利用するシステムを持ち、これ
と連携して運用しているところが
ほとんどです。 

4 

シ

ス

テ

ム 

■    

●単価情報の共有 
 見積回答の情報を共有化

するためのデータベース
を構築し、単価情報を利
用している場合は多いで
しょうか？ 

 

▲先行導入企業では共有を進めてい
る企業もありますが、社内イント
ラネットでの見積情報の共有、随
時単発での利用など、利用の形態
はさまざまです。 

5 

シ

ス

テ

ム 

■    

●資機材コードの共有 
 見積回答の情報を共有化

するためのデータベース
を構築し、資機材コード
を利用している場合は多
いでしょうか？ 

 
 
 
 

▲先行導入企業では、見積業務にお
ける資機材コードの利用について
は、現状では一部での利用もしく
は利用を検討している状況です。
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6 

シ
ス
テ
ム 

■    

●見積書と実行予算書との
内訳明細の一致 

 見積書の内訳明細を実行
予算書の項目に一致させ
るための再編集や集計の
機能をシステム化してい
る場合は多いでしょうか？ 

▲先行導入企業では、実行予算項目
への一致の再編集や集計に対する
システム化の対応はさまざまです
が、システム化している企業では、
工種、科目別のグルーピング、並
べ替え、集計等の機能をもった仕
組みをつくっています。 

7 

シ
ス
テ
ム 

 ■   

●発注実績情報の共有 
 先行導入企業では、メーカ

ー、商社別の集計など、
発 注 実 績 情 報 を 共 有 化
し、有効活用するシステ
ムを構築しているでしょ
うか？ 

▲多くの総合工事業者では、発注実
績情報を共有するシステムを持っ
て運用しています。 

 
▲共有情報は、原価管理や業者別、

工種別、支店別の取引実績、契約
の進捗、支払状況等、さまざまな
かたちで集計、活用されています。

8 

シ

ス

テ

ム 

 ■   

●注文システムと原価管理
システムとの連携 

 確定注文を行うシステム
と 原 価 管 理 シ ス テ ム を
別々とし、確定注文シス
テムの情報に原価管理シ
ステムの情報をあわせる
という運用はありうるで
しょうか？ 

▲先行導入企業の対応はさまざまで
すが、すべての確定注文を原価管
理システムで行っている場合や、
別々のシステムで実施しつつ、確
定注文情報を原価管理システムに
取り込むよう連携を図っている場
合などがあります。 

9 

シ

ス

テ

ム 

  ■  

●出来高情報の再集計 
 出来高査定した内訳明細

が、原価管理の工種・科
目の分類と一致していな
い場合は、出来高情報を
活用するために再集計を
する必要がありますが、
これをシステム化すべき
でしょうか？ 

▲先行導入企業では、再集計するシ
ステムではなく、注文・契約の段
階で出来高情報を原価管理の工
種・科目に合うようにしている例
が多いようです。 

 
▲増減精算契約により対応する場合

もあります。 

10 

シ
ス
テ
ム 

  ■ ■ 

●出来高・請求情報の社内
システムでの活用 

 出来高・請求の情報は、
原価管理系システムを経
由して会計系のシステム
に受け渡されると思いま
すが、データの受け渡し、
勘定科目情報の付与、原
価投入実績算入のタイミ
ングなどは、どのように
したらよいでしょうか？ 

▲先進導入企業での対応はさまざま
です。現時点では、出来高・請求
の情報を、手作業で社内システム
に入力している企業が多いようで
すが、CI-NET のデータを活用で
きるよう社内システムの見直しを
進めている企業もあります。 

11 

シ

ス

テ

ム 

■ ■ ■ ■ 

●CI-NET と社内システム
の連携 

 CI-NET と社内の原価管
理システム、経理システ
ムとの連携は、うまくで
きるものでしょうか？ 

▲先行導入企業では、見積情報、注
文情報について原価管理システム
との連携を図っている場合が多い
ようです。 

 
▲出来高・請求業務まで実施する場

合には、作業所や経理システムと
の連携も必要となり、より高度な
連携が必要になります。 

 
▲また、イレギュラーな処理につい

ては、CI-NET ではなく従来どお
り紙ベースで処理するという工夫
をしているところもあります。 
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12 

シ

ス

テ

ム 

■ ■ ■ ■ 

●電子帳簿保存法への対応 
 電子帳簿保存法に対応し

たデータ保管システムを
つくるべきでしょうか？ 

▲ 先行導入企業では、電子帳簿保
存法に対応した保管システムを
構築している場合が多いようで
す。 

 
▲見読性、検索機能の整備などに加

え、データの訂正・削除等に係る
事務処理規定を整えておくことが
必要となります。 
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段階 (2) 構築・導入 

分野 システム 

業務 ■ 見積 □注文 □出来高 □請求 

質問 ●実行予算未編成の場合の内訳明細 

見積依頼の作成の際、内訳明細には一般的に実行予算書が利用されますが、実行

予算未編成の工事の場合には、見積や積算の内訳明細などを利用すればよいでしょ

うか？ 

あるいは、内訳明細を１行一式にして、明細を省略して見積依頼した方がよいで

しょうか？ 

回答 ・先行導入企業では、見積または積算の内訳明細を利用している場合が多いようで

す。 

 

・発注者側から内訳明細を提示することにより、見積回答を受領した後、そのデー

タを単価情報の管理等に活用することを想定している場合もあります。 
 

・過去の類似の予算書や工種別の標準内訳明細書等から、内訳明細を利用できるよ

うにしている企業もあります。 

 

発注者

 

取引先 

実行予算 

（この場合は未編成）
（+内訳明細） 

過去の類似工事予算書 

工種別標準内訳明細書 等

工種別標準内訳

明細書等を利用

見積・積算 

見積依頼 

（+内訳明細）

見積回答 

見積・積算の 

内訳明細を利用 
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3.3. 運用・普及段階 

 
関連業務 番 

号 
分 
野 

見
積 

注 
文 

出
来
高

請 
求 

質問 回答 

1 
業
務 

■ ■ ■ ■ 

●業務関連の注意事項 
 業務関連で、運用開始後
に課題となる点、注意すき
点は、どのようなことです
か？ 

▲段階的に導入する場合、対象とな
る部門、支店、現場などに的確に
拡大する方法が課題となります。
先行導入部門への導入の実態、課
題を踏まえ、システムの意義・効
果等について、十分に理解を得る
方策をとることが重要です。 

 

2 
業
務 

■ ■ ■ ■ 

●電子と紙の並行運用 
 ペーパレスによる電子決
裁と、紙による決裁との並
行運用について、どのよう
に対応すればよいでしょう
か？ 

▲先行導入企業では、現状では電子
と紙の並行運用をしている企業が
多い状況ですが、全般に電子承認
の拡大を目指しています。 

 
▲並行運用をしている理由として

は、取引先すべてが電子契約に対
応できないこと、社内の承認・決
裁が紙ベースとなっている場合が
あることなどがあげられます。 

 
▲先行導入企業における並行運用の

方法としては、以下のようにいく
つかのパターンがあるようです。

 
・社外取引において、電子契約に対

応可能な取引先とそうでない取引
先とで、電子と紙とを分けて対応
す る （ 業 務 フ ロ ー は 同 じ に す
る） 。 

 
・社内決裁において、電子決裁と紙

及び捺印による決裁を並行して実
施し、データ内容を相互チェック
する 。 

 
・社外取引は EDI により電子で対応

するが、社内決裁は他業務との関
連から紙と捺印により決裁する。

 
 

3 

シ
ス
テ
ム 

■ ■ ■ ■ 

●電子決裁システムの運用 
 電子決裁システムを利用
している場合、紙の情報も
手入力してすべて電子承認
するようにする場合が多い
のでしょうか？ 

▲先行導入企業では、紙のまま承認
プロセスへ持っていく場合と、情
報を入力して電子化する場合と、
両方があります。 
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4 

取
引
先
等 

■ ■ ■ ■ 

●取引先等へのフォロー 
 導入後、取引先へのフォ
ローはどのようにすればよ
いでしょうか？ 

▲先行導入企業では、システム導入
を実施した組織の一部を運用支援
組織に移行することにより対応し
ているところが多いようです。人
員数は数名程度のところが多いよ
うです。 

 
▲ 業務関連については社内組織が

主体となり、システム関連につ
いては ASP やベンダーの協力を
得るなどして対応しているよう
です。 

 

5 

取
引
先
等 

■ ■ ■ ■ 

●取引先等関連の注意事項 
 取引先との協議調整など
の関連で、運用開始後に注
意すべき点はありますか？ 

▲企業識別コードや電子証明書の期
限は 3 年間であり、取引先の更新
の期限も重なりがちなため、対応
を考慮しておく必要があります。
取引先が多い場合には、取引先の
情報を管理し、更新への対応など
をあらかじめ把握できるようなシ
ステムもあった方がよいと思われ
ます。 

 
▲会社の分割・統合等が行われる場

合には、企業識別コードや電子証
明書の引継などの対応が必要とな
るので注意が必要です。 

 
▲利用する ASP を変更する場合に

は、データの引継などの対応が必
要となるので注意が必要です。 
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段階 (3) 運用・普及 

分野 業務 

業務 ■ 見積 ■注文 ■出来高 ■請求 

質問 

 

 

●紙と電子の並行運用 

ペーパレスによる電子決裁と、紙による決裁との並行運用について、どのように対応

すればよいでしょうか？ 

回答 

 

 

 

 

 

 

・先行導入企業では、現状では電子と紙の並行運用をしている企業が多いようですが、
全般に電子承認の拡大を目指しているようです。並行運用の理由としては、取引先す
べてが電子契約に対応できないこと、社内の承認・決裁が紙ベースとなっている場合
があることなどがあげられます。 

 
・先行導入企業における並行運用の方法としては、以下のようなパターンがあります。

⇒社外取引において、電子取引に対応可能な取引先とそうでない取引先とで、電子
と紙とを分けて対応する（情報項目や業務フローはできるだけ同じにする） 。

 
⇒社内決裁において、電子決裁と紙及び捺印による決裁を並行して実施し、データ

内容を相互にチェックする 。 
 
⇒社外取引は EDI により電子で対応するが、社内決裁は他業務との関連から紙と

捺印により決裁する。 

 

社外取引や社内決裁における電子と紙の並行運用パターン（例） 
電子 

紙 

できるだけ揃える 

情報項目、フロー等は 

  ⇒紙ベースで取引 
取引先 

●電子取引対応不可能な （内容を相互チェッ

電子による決裁と 

紙+捺印による決裁を

並行して実施 分け 

電子と紙を使い

取引先に応じて

社内での決裁 

発注者（社内） 

取引先 

●電子取引対応可能な 
取引先 

  ⇒CI-NET により電子取引

やりとり 

取引先との
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3.4. その他 

 
関連業務 番 

号 
分 
野 

見
積 

注 
文 

出
来
高

請 
求 

質問 回答 

1 
全
般 

■ ■ ■ ■ 

●導入効果（発注者） 
 総合工事業者（発注者）にとっ

て、CI-NET 導入の具体的な効
果にはどのようなことがあり
ますか？ 

▲先行導入企業からは、以下の
ような点が上げられていま
す。 

 
・業務の効率化 
・書類保管スペースの削減 
・契約データの自動保管 
・郵送費、交通費等の削減 
・印紙税の削減 
・注文・契約の迅速化（郵送タ

イムロスの削減） 
・取引データの蓄積、活用 等
 

2 
全
般 

■ ■ ■ ■ 

●導入効果（受注者） 
 取引先（受注者）にとっては、

CI-NET 導入の具体的な効果
にはどのようなことがありま
すか？ 

▲先行導入企業からは、以下の
ような点があげられていま
す。 

・収入印紙代の削減 
・見積書提出の郵送費、交通費

の削減 
・見積書発行～注文書受領～請

書返送までのスピードアップ
・見積作成時のミス軽減 
・見積作成時間の短縮 
・見積依頼～注文書までの一括

管理 
・見積のやりとりのタイムロス

軽減 
・他の総合工事業者とも簡単に

電子商取引が可能 
・見積～契約書類のペーパレス

化 
・見積～契約書類の保管業務（手

間及びスペース）の効率化 
・社内 IT 化推進の契機 等 
 

3 
全
般 

■ ■ ■ ■ 

●取引全体における CI-NET 適
用比率 

 先行導入企業では、取引全体の
うちどれくらいを CI-NET で行
っているのでしょうか？ 

▲導入段階によりさまざまです
が、先進企業では、件数ベー
ス、金額ベースとも 7 割程度
を CI-NET で実施していると
ころもあります。 

 

4 
全
般 

■ ■ ■ ■ 

●発注部門の人件費削減 
 CI-NET 導入により、発注部門

の人件費削減につながります
か？ 

▲先行導入企業では、発注業務
の効率化により、担当部門の
スタッフが他の業務や戦略業
務に時間を振り向けることが
できるようになり、間接的に
人件費削減となっているとい
ったケースが多いようです。
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